
告示第２３号 

 

大蔵村職員の人事行政の運営等の状況の公表について 

 

大蔵村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第４条の規定に基づき、令和２年度における人事行

政の運営状況の概要を次のとおり公表する。 

 

令和４年１２月２７日 

 

大蔵村長  加 藤 正 美 

 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4 月 1 日現在） 

区分 

部門 

職員数（人） 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和 2 年 令和 3 年 

一般行政 

部  門 

議 会 

総務企画 

税 務 

民 生 

衛 生 

農 林 

商 工 

土 木 

1 

13 

5 

19 

15 

9 

2 

5 

1 

13 

5 

21 

15 

9 

2 

5 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

調理師が大蔵小から異動(1)、臨時的業務対応(1) 

 

 

 

小計 69 71   

特別行政 

部  門 

教 育 13 12 ▲1 大蔵村保育所へ異動 

小計 13 12 ▲1  

企画企業等

会計部門 

水道 

下水道 

その他 

（国保・後期高齢・介護） 

2 

1 

4 

2 

1 

4 

  

小計 7 7   

合計 89 90 1  

※職員数は一般職に属する職員数です。 

 

  



（２） 採用者数の状況 

職種区分 令和 2 年度 令和 3 年度 増減 

一般行政職 3 人 1 人 ▲2 

保育士 0 人 1 人 1 

歯科衛生士 0 人 0 人  

看護師 0 人 0 人  

歯科助手 0 人 0 人  

調理師 0 人 0 人  

合計 3 人 2 人 ▲1 

 

（３） 退職者数の状況 

職種区分 令和 2 年度 令和 3 年度 増減 

一般行政職 2 人 2 人  

保育士 0 人 1 人 1 

看護師 0 人 0 人  

歯科衛生士 0 人 0 人  

調理師 0 人 0 人  

歯科助手 0 人 0 人  

歯科医療事務員 1 人 0 人 ▲1 

合計 3 人 3 人  

 

（４） 再任用者数の状況 

令和 2 年度、令和 3 年度とも職員の再任用はありませんでした。 

 

（５） 採用試験の実施状況（令和 3 年度実施） 

職種区分 受験者数 最終合格者数 

一般行政職 10 人 1 人 

保育士 2 人 1 人 

 

 

２．職員の人事評価の状況 

（１）評価する事項 

イ 能力評価 

評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能力を客観的

に評価する。 

ロ 業績評価 

職員があらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組により、その業務上の業

績を客観的に評価する。 

（２）評価機関 

毎年４月１日から翌年３月３１日まで 



（３）人事評価の手続き 

イ 目標設定 

被評価者と期首面談を行い、業務に関する目標を定める。 

ロ 評価 

被評価者が自己申告を行い、それを受けて評価者が５段階の評語付与による評価を行う。 

ハ 評価結果の開示 

評価者は、期末面談を行い被評価者に評価結果を開示する。 

ニ 苦情等への対応 

人事評価の結果等に関する職員の苦情等に対応するため、苦情相談及び苦情処理の手続きを設け

る。 

 

 

３．職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳人口 

（3 年度末） 

歳出額Ａ 

(千円) 

実質収支 

(千円) 

人件費 B 

(千円) 

人件費率 

B/A 

前年度の人

件費率 

3 年度 3,003 人 4,695,338 104,624 862,264 18.4 18.8 

※人件費には、特別職（村長・議長など）に支給される給料、報酬等を含みます。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 
職員数 

Ａ 

給与費 一人当たり給与費 

（B/A） 給料 職員手当 期末勤勉手当 計 Ｂ 

3 年度 83 
千円 

297,659 

千円 

67,660 

千円 

117,089 

千円 

482,408 

千円 

5,812 

※職員手当には、退職手当を含みません。職員数は、令和 3 年 4 月 1 日現在の人数です。 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料及び平均給与月額の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

区分 
一般行政職 技能労務職 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

大蔵村 39.3 歳 304,600 円 381,190 円 42.6 歳 280,300 円 302,645 円 

山形県 43.8 歳 335,400 円 418,400 円 52.3 歳 335,600 円 373,700 円 

 

（４）職員の初任給の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

区分  大蔵村 山形県 国 

一般行政職 
大学卒 174,300 円 185,100 円 182,200 円 

高校卒 152,300 円 152,300 円 150,600 円 

技能労務職 
高校卒 145,500 円 147,700 円 － 

中学卒 133,700 円 136,100 円 － 

 



（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

区分  経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 

一般行政職 
大学卒 ＊円 ＊円 ＊円 

高校卒 － 299,700 円 363,700 円 

技能労務職 高校卒 － － 322,733 円 

 

（６）一般行政職の級別職員数の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（％） 

1 級 主事補・主事 10 20.0 

2 級 主任 7 14.0 

3 級 係長 8 16.0 

4 級 主査 14 18.0 

5 級 補佐 2 4.0 

6 級 課長等 9 18.0 

 

（７）職員の手当の状況 

イ 期末手当・勤勉手当（令和 3 年 4 月 1 日現在） （月分） 

区 分 
大蔵村 山形県 国 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 1.275 0.95 1.25 0.925 1.275 0.95 

１２月期 1.275 0.95 1.25 0.925 1.275 0.95 

計 2.550 1.90 2.50 1.850 2.550 1.90 

 

ロ 退職手当（令和 3 年 4 月 1 日現在） （月分） 

区分 
大蔵村 国 

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年 

支給率 

勤続 20 年 19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 

勤続 25 年 28.0395 33.27075 28.0395 33.27075 

勤続 35 年 39.7575 47.709 39.7575 47.709 

最高限度額 47.709 47.709 47.709 47.709 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 2～45％加算 定年前早期退職特例措置 2～45％加算 

１人当たり平均支給額 15,336 千円 － 

※１人当たり平均支給額は、令和 3 年度の実績 

 

ハ 地域手当（令和 3 年度） 

支給実績 2,217 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 1,109 千円 

支給対象 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

医師、歯科医師 16％ 2 人 16％ 

 



ニ 特殊勤務手当（令和 3 年度） 

支給実績 17,735 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 5,912 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 2.2％ 

手当の種類 2 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

研修手当 医師、歯科医師 

先進技術を取得し、医療活動

の活性化を図るための研修に

従事したとき 

月額 200,000 円 

医師手当 医師、歯科医師 
医師、歯科医師が医療に従事

したとき 
月額 550,000 円以内 

 

ホ 時間外勤務手当 

支給実績（3 年度決算） 29,660 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（3 年度決算） 375 千円 

支給実績（2 年度決算） 23,052 千円 

支給職員 1 人当たりの平均支給年額（2 年度決算） 316 千円 

 

ヘ その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 

国 の 制

度 と の

異 同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（3 年度決算） 

支給職員 1 人当

たり平均支給

年額 

扶養手当 扶養親族を有する職員の生計費の補てん

を目的とする手当 

・配偶者及び父母等 6,500 円 

・扶養親族たる子 10,000 円 

・扶養親族たる子のうち満１６歳の年度

初めから満２２歳の年度末までの子につ

き 5,000 円加算（月額） 

同  9,651 千円 254 千円 

住居手当 借家又は借間に居住し、一定額を超える

家賃を支払っている職員に対して支給さ

れる手当 

・借家：家賃に応じた額（28,000 円限度） 

・単身赴任手当受給職員で配偶者が借家

に居住する場合、上記の額の２分の１（月

額） 

同  1,627 千円 181 千円 

通勤手当 通勤のため交通機関等を利用し、又は自

動車等を利用する職員に対して通勤費の

一部を補てんするために支給される手当 

・交通機関利用者：運賃等相当額（月額・

最高 55,000 円） 

・交通用具使用者：通勤距離区分に応じた

定額（月額・最高 37,200 円） 

異 【国の制度】 

交通用具使

用者の手当

額（月額・最

高 31,600

円） 

5,444 千円 99 千円 



管理職手

当 

管理又は監督の地位にある職員に対し

て、その職務の特殊性に基づき、支給され

る手当 

・所長、総務課長  51,900 円 

・医長  46,900 円 

・その他の課長等 41,600 円 

同  6,301 千円 525 千円 

初任給調

整手当 

専門的知識を必要とし、かつ、採用による

欠員補充が困難と認められる職（医師）に

対し、支給される手当（月額・最高 368,000

円） 

同  4,455 千円 2,228 千円 

単身赴任

手当 

公署を異にする異動等により転居し、配

偶者と別居し単身で生活することを常況

とする職員に対して支給される手当・基

礎額（30,000 円）＋距離区分に応じた加

算額（最高 58,000 円）（月額） 

同  0 千円 0 円 

休日勤務

手当 

祝日法による休日等に勤務した職員に対

して支給  ・１時間当たりの単価×１

００分の１３５×勤務時間数 

同  0 千円 0 円 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として深夜に勤務した職

員に対して支給される手当・１時間当た

りの単価×１００分の２５×勤務時間数 

同  0 千円 0 円 

宿日直手

当 

宿直勤務又は日直勤務をした職員に対し

て支給される手当      ・支給区

分に応じた定額（１回当たり最高・医師等

20,000 円） 

同  0 千円 0 円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職員が臨時又は緊急の必要等により

勤務を要しない日又は休日に勤務した場

合に支給される手当・管理職手当の支給

割合に応じた定額（１回当たり最高・

12,000 円） 

同  0 千円 0 千円 

寒冷地手

当 

寒冷地に在勤する職員の生計費が寒冷積

雪のため暖房用燃料費等、著しく増嵩す

るために、設けられた手当・支給対象地域

に在勤する職員の世帯区分に応じた定額

（月額・最高 17,800 円） 

同  5,718 千円 62 千円 

災害派遣

手当 

災害対応対策又は災害復旧のため、災害

対策基本法等により国の行政機関あるい

は他の地方公共団体から派遣された職員

に対して支給・滞在日数等に応じた定額

（日額・最高 6,620 円） 

同  0 千円 0 円 

 

（８）ラスパイレス指数の状況 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

99.2 99.6 98.7 99.3 99.7 

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料水準を 100 とした場合の本村の水準を示す指数 

 



（９）特別職の報酬等の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

区 分 報酬等月額 期末手当 

給 料 村 長   820,000 円 

副村長   620,000 円 

教育長   575,000 円 

6 月期  1.625 月分 

12 月期  1.625 月分 

計   3.250 月分 

報 酬 議 長   310,000 円 

副議長   250,000 円 

議 員   230,000 円 

6 月期  1.625 月分 

12 月期  1.625 月分 

計   3.250 月分 

 

４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の状況 

区分 勤務時間等 

勤務を要する日 
毎週月曜日から金曜日までの 5 日間（国民の祝日

及び 12 月 29 日から 1 月 3 日までを除く） 

勤務時間 8：30～17：15（休憩時間 12：00～13：00） 

 

（２）職員の休暇制度 

イ 年次有給休暇 

１年につき 20 日付与（未取得日数分は 20 日を上限に、翌年に限り繰越し可能） 

ロ 病気休暇 

負傷又は疾病の区分 期間 

(1) 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法（昭和 42 年

法律第 121 号）第 2 条第 2 項及び第 3 項に規定する通勤をいう。）による

負傷若しくは疾病 

必要と認められる期間 

(2) (1)に掲げるもの以外の負傷又は疾病  

 イ 結核性疾患 1 年以内で必要と認められる期間 

 ロ 高血圧病（脳卒中を含む。）、動脈硬化性心臓病及び悪性新生物による

疾病並びにその他の慢性疾患で任命権者が特に必要と認めるもの 

180 日以内で必要と認められる期間 

 ハ 精神及び神経に係る疾病で任命権者が特に必要と認めるもの  

 ニ イからハまでに掲げるもの以外の負傷又は疾病（予防注射又は予防接

種による著しい発熱等の場合を含む。） 

90 日以内で必要と認められる期間 

(3) 負傷又は病気により休職を命ぜられた職員が復職後において、又は病気

休暇を与えられた職員が、休暇の期間満了後において、なお普通勤務が困

難な場合 

60 日以内で必要と認める期間中 1

日につき必要と認められる時間 

 

ハ 特別休暇 

事由 期間 

(1) 職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場

合 

必要と認められる期間 

(2) 職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、

裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場

合 

必要と認められる期間 

(3) 職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞 必要と認められる期間 



移植のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登

録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶

者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため

骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を

提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、

入院等のため勤務しないことが相当であると認められ

るとき 

(4) 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる

社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動

を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当で

あると認められるとき 

イ 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生

した被災地又はその周辺の地域における生活関連物

資の配布その他の被災者を支援する活動 

ロ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他

の主として身体上若しくは精神上の障害がある者又

は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要

な措置を講ずることを目的とする施設であって規則

で定めるものにおける活動 

ハ イ及びロに掲げる活動のほか、身体上若しくは精

神上の障害、負傷又は疾病により常態として日常生

活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活

を支援する活動 

一の年において 5 日の範囲内の期間 

(5) 職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚

に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないこと

が相当であると認められるとき 

結婚の日の 5 日前の日から当該結婚の日後 1 月を経過

する日までの期間内において連続する 5 日の範囲内の

期間 

(6) 8 週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）以内

に出産する予定である女性職員が申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 

(7) 女性職員が出産した場合 出産の日の翌日から 8 週間を経過する日までの期間（産

後 6 週間を経過した女性職員が就業を申し出た場合に

おいて医師が支障ないと認めた業務に就く期間を除

く。）この場合においては産前休暇が 8 週間に満たない

ときは、当該残余日数を産後休暇に加えることができ

る。ただし、産後休暇は、10 週間をこえることはでき

ない。 

(8) 職員が生後 1 年に達しない子を育てる場合 1 日 2 回それぞれ 30 分以内の時間（男性職員にあって

は、子の当該職員以外の親が当該職員がこの項の休暇を

使用しようとする日におけるこの項の休暇（これに相当

する休暇を含む。）を承認され、又は労働基準法（昭和

22 年法律第 49 号）第 67 条の規定により同日における

育児時間を請求した場合は、1 日 2 回それぞれ 30 分か

ら当該承認又は請求に係る各回ごとの時間を差し引い

た時間を超えない時間） 

(9) 女性職員の生理 必要と認められる期間 

(10) 妊娠中の女性職員の業務が母体又は胎児の健康の

保持に影響があると認められる場合において、当該職員

が適宜休息し、又は補食するために勤務しないことが相

当であると認められるとき 

必要と認められる時間 



(11) 妊産婦である女性職員が母子保健法（昭和 40 年法

律第 141 号）第 10 条に規定する保健指導又は同法第 13

条に規定する健康診査を受ける場合 

妊娠満 23 週までは 4 週間に 1 回、妊娠満 24 週から満

35 週までは 2 週間に 1 回、妊娠満 36 週から出産までは

1 週間に 1 回、産後 1 年まではその間に 1 回（医師等の

特別の指示があった場合には、いずれの期間についても

その指示された回数）について、それぞれ、1 日の正規

の勤務時間の範囲内で必要と認められる時間 

(12) 妊娠中の女性職員の通勤に利用する交通機関の混

雑の程度が母体又は胎児の健康の保持に影響があると

認められる場合 

正規の勤務時間の始め又は終わりにつき 1日を通じて 1

時間以内でそれぞれ必要と認められる時間 

(13) 職員の妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。）が出産する場合で、職員が妻の

出産に伴い必要と認められる入院の付添い等のため勤

務しないことが相当であると認められるとき 

職員の妻が出産するため病院に入院する等の日から当

該出産の日後 2 週間を経過する日までの期間内におけ

る 2 日の範囲内の期間 

（13 の 2） 職員の妻が出産する場合であってその出産

予定日の 6 週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）

前の日から当該出産の日後 8 週間を経過する日までの

期間にある場合において、当該出産に係る子又は小学校

就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、これら

の子の養育のため勤務しないことが相当であると認め

られるとき 

当該期間において 5 日の範囲内の期間 

(14) 中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を

含む。以下この号において同じ。）を養育する職員が、

その子の看病（負傷し、若しくは疾病にかかったその子

の世話又は疾病の予防を図るために必要なその子の世

話を行うことをいう。）のため勤務しないことが相当で

あると認められる場合 

一の年において 5 日（その養育する中学校就学の始期に

達するまでの子が 2 人以上の場合にあっては、10 日）

の範囲内の期間 

(15) 条例第 15 条第 1 項に規定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下「要介護者」という。）の介護その

他規則で定める世話を行う職員が、当該世話を要しない

ことが相当であると認められる場合 

一の年において 5 日（要介護者が 2 人以上の場合にあ

っては、10 日）の範囲内の期間 

(16) 職員の親族（次に掲げる親族に限る。）が死亡した

場合で、職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必

要と認められる行事等のため勤務しないことが相当と

認められるとき 

親族に応じ、次に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔

の地に赴く場合にあっては、往復に要する日数を加えた

日数）の範囲内の期間 

 配偶者 10 日 

 父母 7 日 

 子 5 日 

 祖父母 3 日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承継を受ける

場合にあっては、7 日） 

 孫 3 日 

 兄弟姉妹 3 日 

 おじ又はおば 1 日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承継を受ける

場合にあっては、7 日） 

 父母の配偶者又は配偶者の父母 3 日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、7 日） 

 子の配偶者又は配偶者の子 1 日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、5 日） 

 祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 1 日（職員と生計を一にしていた場合にあっては、3 日） 

 兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹  



 おじ若しくはおばの配偶者又は配偶者のおじ若しく

はおば 

1 日 

(17) 職員が父母、配偶者及び子の追悼のための特別な行

事のため勤務しないことが相当であると認められる場

合 

1 日の範囲内の期間 

(18) 職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないこと

が相当であると認められる場合 

一の年の 7 月から 9 月までの期間における、週休日、第

8条第 1項の規定により割り振られた勤務時間の全部に

ついて時間外勤務代休時間が指定された勤務日等、休日

及び代休日を除いて原則として連続する 3 日の範囲内

の期間 

(19) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成 10 年法律第 114 号）に基づく健康診断、

就業制限又は交通の制限若しくは遮断のため勤務しな

いことがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

(20) 地震、水害、豪雪その他の災害により職員の現住居

が滅失し、若しくは損壊した場合又はそれらのおそれが

ある場合で、職員が当該住居の復旧作業等のため勤務し

ないことが相当であると認められるとき 

15 日（おそれがある場合は 3 日）の範囲内の期間 

(21) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故

等により出勤することが著しく困難であると認められ

る場合 

必要と認められる期間 

(22) 地震、水害、火災その他の災害時において、職員が

退勤途上における身体の危険を回避するため勤務しな

いことがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

 

ニ 介護休暇 

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により２週間以上介護を必要と

する場合。３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（無給） 

 

ホ 介護時間 

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により２週間以上介護を必要と

する場合。連続する３年の期間で 1 日につき２時間の範囲（無給） 

 

５．職員の休業の状況 

育児休業制度は，子を養育する職員が，出産・育児を契機に離職することなく勤務を継続すること

を促進し，もって職員の福祉を増進するとともに，行政の円滑な運営に資することを目的として設け

られています。 

 育児休業 部分休業 育児短時間勤務 

男性 0 人 0 人 0 人 

女性 3 人 0 人 0 人 

計 3 人 0 人 0 人 

 

 

 



６．職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分の状況 

区分 免職 休職 降任 降給 

処分者数 ０ 0 ０ ０ 

「分限処分」は、公務能率確保の観点から、本人の意に反し、本人の身分を不利益に

変動させる処分です。 

免職・・・職員としての身分を失わせる処分 

休職・・・一定期間職務に従事させない処分 

降任・・・現在の職位よりも下位の職位に下げる処分 

降給・・・現在の給料の額よりも低い額に下げる処分 

 

（２）懲戒処分の状況 

区分 免職 停職 減給 戒告 

処分者数 ０ ０ ０ ０ 

「懲戒処分」は、職員の一定の義務違反に対し、職員の道義的責任を問うことにより

公務の規律と秩序を維持することを目的とする制裁的な処分です。 

免職・・・職員としての身分を失わせる処分 

停職・・・一定期間職務に従事させない処分 

減給・・・一定期間、現在の給料の額から一定割合を減額する処分 

戒告・・・職員の義務違反の責任を確認するとともに将来を戒める処分 

 

 

７．職員の服務の状況 

（１）営利企業等への従事許可 

地方公務員法の規定により、職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業の役員等への就任、

自ら営利企業を営むこと、及び報酬を得て事業に従事することができません。これは、職員の職務専

念義務が損なわれることを未然に防止するため、また、職務の公正を確保し、職の信用を保持するた

めの規制措置です。 

 

（２）職務専念義務の免除 

地方公務員法の規定により、法律又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、職員は、勤務中、

職務に専念する義務が課せられています。例外的に、職務専念義務が免除される場合の主な例として

次のものがあります。 

・研修を受ける場合 

・厚生に関する計画の実施に参加する場合 

・村の特別職としての職を兼ね、その職に関する事務を行う場合 

・職務に関連ある国家公務員又は、他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、その職務を行う場

合 

・村行政の運営上、その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体の役職員の地位を兼ね、その

事務を行う場合 

・職務遂行上必要な教養を目的とする講習会、講演会、その他これらに類するものであって国、地方



公共団体、学校等が行うものに参加する場合 

・国又は地方公共団体の機関、学校その他の団体から委嘱を受けて、講演又は講義を行う場合 

・職務遂行上必要な国、地方公共団体の実施する競争試験、その他の試験を受ける場合 

・大学の通信教育の面接指導を受ける場合 

 

 

８．職員の退職管理の状況 

地方公務員法の規定により地方公共団体においては職員の退職管理に関する事項を条例等で定め、

適正な管理を行うこととされており、本村では、大蔵村職員の退職管理に関する条例及び大蔵村職員

の退職管理に関する規則を制定し、元職員による働きかけの規制等、適正な退職管理の取り組みを行

っている。 

職員の再就職の状況（令和 3 年度末現在） 

条例に基づく届出をした人数 
再就職先 

営利企業 関係団体 その他 

０人 ０人 ０人 ０人 

※ 対象者は、在職時に規則で定める課長級以上の職にあり、離職後２年以内

の者のうち、営利企業等に再就職した者 

 

 

９．職員の研修の状況（令和 3 年度） 

区分 研修内容 受講者数 

山形県市町村職員研修所 
一般研修 10 名 

専門・実務研修 6 名 

その他 新規採用職員研修 7 名 

 

 

１０．職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の福利厚生事業の概要 

イ．保健事業の概要 

事業名 事業の概要 実施主体 

健康診断 定期健康診断・がん検診 村・共済組合 

人間ドック等助成 
１泊２日人間ドック、脳ドック、ＰＥＴ検診、

インフルエンザ予防接種の助成 
村・共済組合互助会 

メンタルヘルスケア 

産業医による相談医の設置 

ストレスチェック 

健康ホットライン 24 時（電話相談） 

村・共済組合 

 

  



ロ．給付事業の概要 

事項 共済組合 互助会 

職員が病気やけがをしたとき 

法定医療給付 

高額療養費 

傷病手当金 

一部負担金補助金 

職員が出産したとき 出産費  

職員が死亡したとき 

埋葬料 

埋葬附加金 

遺族共済年金 

弔慰金 

 

（２）公務災害の状況（令和 3 年度） 

 認定件数 

公務災害 3 

通勤災害 ０ 

合計 3 

 

（３）公平委員会事務の委託に係る山形県人事委員会の業務の報告 

イ．勤務条件に関する措置の要求の状況 

令和 2 年度末 

係属件数 

令和 3 年度中 

要求件数 

令和 3 年度中処理件数 令和 3 年度末 

係属件数 却下 判定 

0 0 0 0 0 

地方公務員法の規定に基づき、職員から給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置

の要求があった場合に、これを審査し、判定を行い、その結果、要求が適当なものと判定

した場合には、権限を有する機関に必要な勧告を行います。 

 

ロ．不利益処分に関する不服申し立ての状況 

令和 2 年度末 

係属件数 

令和 3 年度中 

要求件数 

令和 3 年度中処理件数 令和 3 年度末 

係属件数 却下 判定 

0 0 0 0 0 

地方公務員法の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分につ

いて不服申し立てがあった場合に、これを審査し、不服申し立てに理由があると認めた場

合は、処分の取り消し、修正の裁決を行い、また、必要がある場合には、処分者に対し、

職員がその処分によって受けた不当な取り扱いを是正するための指示を行います。 

 


